
熊本市展示会等出展支援事業補助金交付要綱 

 

制定 令和７年 ３月２８日市長決裁 

改正 令和７年 ８月２６日経済政策課長決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、小規模企業者、中小企業者又は小規模企業者及び中小企業者を主体とした組合若しくは任

意団体等が実施する展示会等への出展事業に対し必要な経費の一部を補助することで、本市事業者の販路拡大

を図り、もって本市経済の活性化に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 小規模企業者 別表に掲げる補助対象業種に属する事業を主たる事業として営む商工業者（会社及び個

人事業主）であり、常時使用する従業員の数が２０人以下（卸売業、小売業に属する事業を主たる事業と

して営むものについては５人以下）の事業者をいう。 

(2) 中小企業者 別表に掲げる補助対象業種に属する事業を主たる事業として営む商工業者（会社及び個人

事業主）であり、常時使用する従業員の数が３００人以下（卸売業、サービス業に属する事業を主たる事

業として営むものについては１００人以下、小売業に属する事業を主たる事業として営むものについては

５０人以下）の事業者をいう。 

(3) 展示会等 製造品等の販売、取引先及び事業の提携先の開拓、受注及び発注の機会の確保等を目的に、

対面またはオンラインで行われる展示会、見本市、商談会等をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、熊本市内に本社または主たる事業所を

有するものであって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすものとする。ただし、団体の場合は、２分の１以

上が熊本市内に本社または主たる事業所を有するものをもって組織されたものであって、次の各号に掲げる要

件の全てを満たすものとする。 

(1) 小規模企業者、中小企業者又は小規模企業者及び中小企業者を主体とした事業協同組合又は協業組合若

しくは任意団体であること。 

(2) 市税の滞納がないこと。 

(3) 熊本市暴力団排除条例（平成２３年条例第９４号）第２条第１号から第３号までの規定に掲げるもの（以

下、「暴力団員等」という。）に該当しないこと。 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助対象者が実施する次の各号の

いずれかに該当する事業であるものとする。ただし、原則として、国、地方公共団体等の補助金を同時に

受ける事業は、補助事業から除くものとする。 

(1) 熊本県外で開催される展示会等への出展事業 

ただし即売ができる展示会等は対象外とする。 

(2) 前号に掲げるもののほか、出展事業であって特に市長が認めるもの 

（補助対象期間） 

第５条 補助事業が補助金の交付対象となる期間は、第１０条の規定による交付決定があった日から市が指定す

る日までとする。 

（補助対象経費） 

第６条 補助対象経費は、補助事業の実施に要する経費のうち、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 出展料（展示会等の主催者に支払う出展又は参加に係る経費。） 

(2) 小間装飾費（備品のリース料並びに電気ガス水道等の工事費及び使用料。） 

(3) 宿泊費及び交通費（１事業者につき、３名を上限とする。） 

(4) パネル・のぼり作成費（展示会等への出展に係るものに限る。） 

(5) ポスター・パンフレット作成費（展示会等への出展に係るものに限る。） 

(6) 輸送費（展示会等への出展に係るものに限る。） 

(7) 自社・商品ＰＲ用写真・動画コンテンツ作成費（展示会等への出展に係るものに限る。） 

(8) 翻訳費（国外における展示会等への出展に係るものに限る。） 



（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の合計額の２分の１以内の額とし、１件につき２０万円を上限とする。た

だし、補助額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。 

（交付の制限） 

第８条 この要綱に基づく補助金の交付は、１事業者につき、二の年度に１回を限度とする。 

（交付の申込） 

第９条 補助金の交付を受けようとするものは、熊本市展示会等出展支援事業補助金交付申込書（様式第１号）

に必要な書類を添付して、市長に提出しなければならないこととする。 

（事前着手） 

第９条の２ 補助金の交付を受けようとするものは、補助金の交付決定前に事業を実施した場合は、補助金の交

付を受けることができないものとする。ただし、やむを得ない事由により、補助金の交付決定前に事業を実施

しようとする場合において、着手前に熊本市展示会等出展支援事業補助金事前着手届（様式第２号）を市長に

提出し、適当と認められたときは、この限りでない。 

（交付の決定） 

第１０条 第９条の規定による申込書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金の交付を決

定した場合は、熊本市展示会等出展支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知

するものとする。 

２ 前項に定める審査は、次の基準により行うものとする。 

(1) 事業内容が展示会等への出展事業であり､販路拡大が期待できるものであること｡ 

(2) 事業内容が市場性及び熟度において優れていること。 

３ 補助金の交付の決定は、交付申込書を先着順に審査して行うものとする。ただし、同日に到達した交付申込

書のうち交付決定の要件を満たすものが複数ある場合であって、予算枠の都合によりその一部に限って交付決

定せざるを得ないときは、当該交付決定の要件を満たす申込みのうちから、抽選により交付決定をする。 

 （交付の条件） 

第１１条 前条の規定による交付の決定をする場合は、次に掲げる条件を付すこととする。 

 (1) 交付申込書に記載した事項を変更しようとするとき（軽微な変更をしようとするときを除く。）は、あ

らかじめ市長の承認を受けること。 

 (2) 補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告して、その指示を受けること。 

 (3) 補助事業を中止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

 (4) 補助事業が完了したときは、その日から３０日を経過する日又は当該年度の３月末日のいずれか早い日

までに、市長に対し所定の実績報告を行うこと。 

 (5) 補助金の額の確定のために書類確認、質問等が必要な場合は、市の求めに応じこれに協力すること。 

 (6) 補助金の支払の請求は、その額の確定後、別に指定する期限までに所定の請求書により行うこと。 

 (7) 補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理するとともに、これらの帳簿及び書類を

補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。 

 (8) 補助金を他の用途に使用しないこと。 

 (9) 前各号に掲げるもののほか、法令その他市長が必要があると認める事項を遵守すること。 

（補助事業の変更又は中止の手続） 

第１２条 第１０条の規定による交付の決定を受けたもの（以下「補助事業者」という。）が補助事業を変更

し、又は中止しようとするときは、あらかじめ、熊本市展示会等出展支援事業補助金に係る事業の変更・中止

承認申請書（様式第４号）に必要な書類を添付して市長に提出するとともに、その承認を受けなければならな

いこととする。 

２ 前項の規定による変更・中止承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し、これを承認すること

とした場合は、熊本市展示会等出展支援事業補助金に係る事業の変更・中止承認通知書（様式第５号）により

当該補助事業者に通知するものとする。この場合において、承認に当たり必要と認めるときは、当該通知に際

し、条件を付するものとする。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業の完了後（補助事業に必要な手続きが完了した日を指す。また、補助事業

の中止の承認を受けた場合を含む。）、その日から３０日を経過する日又は当該年度の３月末日のいずれか早い

日までに、熊本市展示会等出展支援事業補助金に係る実績報告書（様式第６号）に必要な書類を添付して、市



長に提出しなければならないこととする。 

（補助金の額の確定） 

第１４条 前条の規定による実績報告書等の提出があったときは、報告された補助事業の成果が交付決定の内

容及びこれに付した条件に適合するかどうかにつき審査するとともに、必要に応じて書類確認、質問等を行

い、これらに適合すると認めたときは、熊本市展示会等出展支援事業補助金交付確定通知書（様式第７号）に

より、当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１５条 前条の規定による交付確定通知を受けた補助事業者は、当該通知を受けた日から速やかに、熊本市

展示会等出展支援事業補助金請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならないこととする。 

（交付決定の取消し） 

第１６条 補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助事業者に係る交付決定を取り消すこ

とができることとする。 

 (1) 第１１条に規定する交付の条件に違反したとき。 

 (2) 第１２条第２項に規定する承認の条件に違反したとき。 

 (3) 補助事業者としての要件を満たさなくなったとき。 

 (4) 虚偽その他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

 (5) 暴力団員等に該当することが判明したとき。 

（補助金の返還） 

第１７条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し既に補助金が

交付されているときは、期限を定めて、これを返還させるものとする。 

２ 市長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているとき

は、期限を定めて、これを返還させるものとする。 

 （違約加算金） 

第１８条 補助事業者は、第１６条の規定による取消しを受け、補助金の返還を請求されたときは、その請求に

係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるそ

の後の期間については、既に納付した額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約

加算金を市に納付しなければならないこととする。 

２ 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返還を請求された額

に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を請求された額がその日に受領した額を

超えるときは、当該返還を請求された額に達するまで順次遡りそれぞれの受領の日において受領したものとす

る。 

３ 第１項の違約加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付した金額が返還を請求され

た補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を請求された補助金の額に充てられたものとす

る。 

 （他の補助金等の一時停止等） 

第１９条 市長は、補助事業者が補助金の返還を請求され、当該補助金又は違約加算金の全部又は一部を納付し

ない場合において、その者に対して同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、相当の限

度においてその交付を一時停止することができることとする。 

（財産の処分の制限） 

第２０条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち次に掲げるものを、補助金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとする場合は、市長の承認を受

けなければならない。 

(1) 不動産及びその従物 

(2) 機械及び重要な器具で市長が定めるもの 

(3) その他市長が補助金等の交付の目的を達成するために必要があると認めるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、当該財産を当該目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、若しくは担保

に供する前に、当該補助事業者等が交付を受けた補助金等の全部に相当する金額を市に納付した場合又は当該

目的若しくは当該財産の耐用年数を勘案して市長が定める期間を経過した場合は、同項の承認を要しない。 

（雑則） 



第２１条 補助金の交付は、予算の範囲内で行うこととする。 

２ 熊本市補助金等交付規則（昭和４３年規則第４４号）第１１条第２項から第４項までの規定は、この補助金

の交付について適用しない。 

３ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

（令和７年３月２８日市長決裁） 

   １ この要綱は、令和７年３月２８日から施行する。 

  （令和７年８月２６日経済政策課長決裁） 

   ２ この要綱は、令和７年９月１日から施行する。 

  

（この要綱の失効） 

 この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 

 

別表（第２条関係） 

補助対象業種 日本標準産業分類（令和５年７月改定）において以下の分類に規定する業種 

・大分類Ｅ 製造業 

・大分類Ｇ 情報通信業 内  

中分類３９ 情報サービス業 

・大分類Ｉ 卸売業、小売業 

・大分類Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 内 

中分類７６ 飲食店 

中分類７７ 持ち帰り・配達飲食サービス業 



様式第１号（第９条関係） 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金交付申込書 

 

年  月  日 

 

 熊本市長 （宛） 

 

住 所                        

申込者 企業名                        

（団体名）                       

代表者                        

 

 熊本市展示会等出展支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり申し込みます。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称       展示会等への出展事業 

 

２ 補助事業の内容       補助事業計画書のとおり 

 

３ 補助対象経費        補助事業計画書のとおり 

  

４ 補助金の交付申込額     補助事業計画書のとおり 

 

５ 添付資料 

（１）補助事業計画書 

 （２）補助要件に適合することを確認するための補足資料 

（３）補助対象経費に係る見積書 

（４）市税滞納有無調査承諾書 

（５）その他市長が必要と認める書類 

  



様式第２号（第９条の２関係） 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金事前着手届 

 

年  月  日 

 

 熊本市長 （宛） 

 

住 所                        

申込者 企業名                        

（団体名）                       

代表者                        

 

   年 月 日付けで交付申込書を提出した標記事業について、下記条件を了承の上、補助金の交付決定前に

着手したいので、熊本市展示会等出展支援事業補助金交付要綱第９条の２の規定により届けます。 

 

記 

 

１ 交付決定した補助金が事業計画書に記載した補助金額に達しない場合において、異議がないこと 

 

２ 当該事業の着手から補助金交付決定を受ける期間においては、計画変更をしないこと 

 

 

 

 

 補助事業の名称    展示会等への出展事業 

 

 

 

 

 交付決定前着手理由   



様式第３号（第１０条関係） 

熊本市展示会等出展支援事業補助金交付決定通知書 

発第   号 

年  月  日               様 

熊本市長         

 

   年  月  日付で交付申請のあった熊本市展示会等出展支援事業補助金について、熊本市展示会等出展

支援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり交付決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称       展示会等への出展事業 

 

２ 補助対象経費                         円 

  

３ 補助金交付決定額                       円 

 

４ 補助金は、事業終了後、確定された金額を請求により交付する。 

 

５ 交付の条件は次のとおりとする。 

(1) 交付申込書に記載した事項を変更しようとするとき（軽微な変更をしようとするときを除く。）は、あら

かじめ市長の承認を受けること。 

 (2) 補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告して、その指示を受けること。 

 (3) 補助事業を中止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

 (4) 補助事業が完了したときは、完了した日から３０日を経過する日又は当該年度の３月末日のいずれか早

い日までに、市長に対し所定の実績報告を行うこと。 

(5) 補助金の額の確定のために書類確認、質問等が必要な場合は、市の求めに応じこれに協力すること。 

 (6) 補助金の支払の請求は、その額の確定後、別に指定する期限までに所定の請求書により行うこと。 

(7) 補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理するとともに、これらの帳簿及び書類を

補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。 

 (8) 補助金を他の用途に使用しないこと。 

 (9) 前各号に掲げるもののほか、法令その他市長が必要があると認める事項を遵守すること。 

 

６ 補助の条件に違反した場合、不正行為がなされた場合その他市長が補助を不適当と認めた場合は、この決定

を取り消し、又は補助決定額を減じることがある。この場合において、既に交付された補助金があるとき

は、その返還及び補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ年１０．９５パーセントの割合で計算

した違約加算金を請求する。 

 

７ 前項に規定する請求に応じた補助金の返還等がされない場合において、本市が申請者に対し支払うべき他の

補助金等があるときは、当該他の補助金等の交付を一時停止することがある。 

 

８ この補助金については、別に地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項の規定により、本市

監査委員の監査を受けることがある。 

 

９ この補助金については、別に地方自治法第２２１条第２項の規定により、本市が直接その状況を調査し、又

は報告を徴することがある。 



様式第４号（第１２条関係） 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金に係る事業の変更・中止承認申請書 

 

                            年  月  日 

 

 熊本市長 （宛） 

 

住 所                        

申請者 企業名                        

（団体名）                       

代表者                        

 

   年  月  日付け   発第  号で補助金の交付決定を受けた事業について、下記のとおり計画変

更・中止したいので、熊本市展示会等出展支援事業補助金交付要綱第１２条の規定により、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称       展示会等への出展事業 

 

２ 計画変更の内容 

 

３ 計画変更・中止の理由 

 

４ 変更後補助対象経費                      円 

 

５ 変更後補助金交付申請額                    円 

 

６ 添付書類 

 （１）変更後の補助事業計画書 

（２）変更後の補助対象経費に係る見積書 

（３）その他市長が必要と認める書類 



様式第５号（第１２条関係） 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金に係る事業の変更・中止承認通知書 

 

発第   号 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

熊本市長         

 

   年  月  日付け   発第  号で通知した熊本市展示会等出展支援事業補助金について、熊本市展

示会等出展支援事業補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとおり承認したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称       展示会等への出展事業 

 

２ 変更後補助対象経費                      円 

 

３ 変更後補助金交付決定額                    円 



様式第６号（第１３条関係） 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金に係る実績報告書 

 

                            年  月  日 

 

 熊本市長 （宛） 

 

住 所                        

申請者 企業名                        

（団体名）                       

代表者                        

 

   年  月  日付け   発第   号で補助金の交付決定を受けた下記事業が完了したので、熊本市展

示会等出展支援事業補助金交付要綱第１３条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称       展示会等への出展事業 

 

２ 添付資料 

 （１）補助事業報告書 

 （２）領収書の写しその他の補助対象経費を支出したことが確認できる書類 

 （３）作成物、写真等 

 （４）その他市長が必要と認める書類 

  



様式第７号（第１４条関係） 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金交付確定通知書 

 

発第   号 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

熊本市長         

 

   年  月  日付け  発第  号で通知した熊本市展示会等出展支援事業補助金については、熊本市展

示会等出展支援事業補助金交付要綱第１４条の規定により下記のとおり交付確定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称       展示会等への出展事業 

 

２ 補助金交付確定額                       円 



様式第８号（第１５条関係） 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金請求書 

 

年  月  日 

 

 熊本市長 （宛） 

 

住 所                        

申請者 企業名                        

（団体名）                       

代表者                        

 

 

熊本市展示会等出展支援事業補助金交付要綱第１５条の規定に基づき、補助金を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 千 百 拾 万 千 百 拾 円 

金額      0 0 0 

※金額の頭初に「￥」の記号を記載してください。 

 

 

【振込先口座】 

金融機関名 

 
銀行・信用金庫・信用組合・ 

農協・その他（       ） 

 本店・支店・出張所 

預金種別 普通 ・ 当座 ・ 貯蓄 

口座番号 
※右詰めで記入 

       

フリガナ  

口座名義  

 


